
重点施策１　にぎわい・活力・地域資源活用プロジェクト

事業名 事業概要 事業期間
平成３０年度
事業費

（単位：千円）
担当課

児童クラブ施設整備等事
業

　増加傾向にある児童クラブ利用者数に対応するため、児童
クラブの実施場所を整備する。
　また、老朽化した施設については、必要な修繕や周辺整備
等を行い、児童を安全に保育できる環境を整える。

H26以前～
H42以降

9,077
子育て支援

課

児童クラブ開所時間延長
事業

　
児童クラブの開所時間について、土曜日及び長期休暇中の開
所時刻を8時30分から8時に早め、30分の延長保育を行うこと
により、児童クラブの利便性を高め、就労する子育て世代を支
援する。

H29～
H42以降

1,530
子育て支援

課

子育てコンシェルジュ事業

　子育て世代が集まる子育て支援拠点施設等に積極的に出
向き、子育て世代の実態を拾い上げ、声のかけやすい子育て
相談窓口となり、子育て世代のニーズの把握、個々に必要な
情報提供や相談、助言等を行う。
　平成30年度から、子育て総合支援センターを活動拠点とし
て、２名体制で事業を行うことにより、これまで以上に子育て
世代に寄り添った支援を行う。

H27～
H42以降

3,099
子育て支援

課

子育て総合支援センター
管理・運営事業

　子育て世代の誰もが気軽に立ち寄れ、妊娠期から子育て期
まできれめのないきめ細やかな相談支援を、ワンストップで総
合的に受けることができる子育て支援の拠点施設の管理・運
営を行う。

H28～
H42以降

9,671
子育て支援

課

地域子育て支援拠点事業
（子育て総合支援センター
事業）

　平成３０年４月に開所した子育て総合支援センターにおい
て、乳幼児及びその保護者に相互の交流が行える場所を提
供し、子育てに関する相談・助言、情報提供、子育てに関する
講習開催等の子育て支援を行う。

H30～
H42以降

5,568
子育て支援

課

ファミリーサポートセンター
事業

　子育ての援助を受けたい方と援助ができる方とによる地域
の相互援助組織であるファミリーサポートセンターの運営を行
う。会員の募集や登録事務、援助に関する調整、講習会、交
流会の開催及び広報紙の発行。

H26以前～
H42以降

2,238
子育て支援

課

家庭児童相談事業（子育
て総合支援センター事業）

　核家族化の進行や地域社会の連帯感が弱まるにつれて、家
庭や地域社会における子育て機能が低下している状況の中、
子育てに関する悩みや児童虐待等の様々な問題に対応する
ため、家庭児童相談事業を実施。

H26以前～
H42以降

3,431
子育て支援

課

（１）子育て支援の充実

子育て世代から選ばれるまち推進プロジェクト
～もっと住みよいまちへ～

重点施策

2

8



重点施策１　にぎわい・活力・地域資源活用プロジェクト
子育て世代から選ばれるまち推進プロジェクト
～もっと住みよいまちへ～

重点施策

2

要保護児童対策地域協議
会開催事業

　要保護児童の早期発見や適切な保護のため、子育て支援
ネットワーク協議会を開催し、児童虐待の防止、発達障害児
の療育及び家族への支援等、児童の健全育成のために必要
な取組を行い、関係機関相互の連携を図る。

H26以前～
H42以降

3,494
子育て支援

課

子育て世代包括支援セン
ター（母子保健型）

妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目ない支援を実施す
る。保健師等がすべての妊産婦の状況を継続的に把握し、総
合的な相談支援や必要に応じて関係機関と連携して支援プラ
ンを策定する。子育て総合支援センターに移設されることに伴
い、来所相談、電話相談等きめ細やかな支援の更なる充実を
図る。

H28～
H42以降

51 健康増進課

産婦健康診査事業
産後うつの予防や新生児への虐待予防を図るため、出産後
間もない時期の産婦に対する健康診査を実施し、産後の初期
段階における母子に対する支援を強化する。

H29～
H42以降

5,581 健康増進課

産後ケア事業

産後に心身の不調、または育児不安のある等、支援が必要と
認められる産婦に対して心身のケアや育児サポートのきめ細
かい支援や休養の機会を提供することにより産後も安心して
子育てができる支援体制を確保する。

H29～
H42以降

277 健康増進課

事業名 事業概要 事業期間
平成３０年度
事業費

（単位：千円）
担当課

子育て女性等就職応援事
業（再就職実践研修）

結婚、出産等による離職から再就職を希望する女性を対象
に、就業再開するために必要な知識、技能を習得できる機会
を提供し、地元事業所に就業できるように支援する。また、託
児サービスの提供など、子育て女性に配慮し、本事業に参加
しやすい環境を整備する。事業については、委託事業者を決
定し、実施する。

H27～
H42以降

2,500 商工労働課

事業名 事業概要 事業期間
平成３０年度
事業費

（単位：千円）
担当課

生活改善・学力向上プロ
ジェクト事業

家庭での生活習慣の改善や、授業開始前のモジュール学習
の実施により、児童生徒の学習意欲・基礎学力の向上を図
る。

H26以前～
H42以降

1,100 学校教育課

（２）女性の就労支援

（３）教育環境の整備
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